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諮問第115号の概要

（海面漁業生産統計調査の変更）
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調査の沿革
 昭和26年に「海面漁業漁獲統計調査」として開始され、以降、毎年実施
 昭和28年に「海面養殖業に係る調査」を吸収し、昭和48年から現在の調査の名称である「海面漁業生産統計調査」に変更

海面漁業（注）の生産に関する実態を明らかにし、水産行政の基礎資料を整備することを目的とする。

調査の概要

調査の目的
１ 海面漁業生産統計調査の概要（前回）

調査票の種類 報告者数 主な調査事項

①稼動量調査票 約760客体
漁業経営体の氏名又は名称、住所、使用した漁船名、漁船トン数、漁業種類、操業水域、

出漁日数

②海面漁業漁獲統計調査票
（水揚機関・漁業経営体用）
（一括調査用）

約2,930客体

（水揚機関・漁業経営体用）
漁業種類別・操業水域別・魚種別の漁獲量

（一括調査用）
漁業種類、規模別の漁ろう体数・１漁ろう体当たり平均出漁日数・１漁ろう体１日当たり平
均漁獲量

③海面養殖業収獲統計調査票
（水揚機関・漁業経営体用）
（一括調査用）

約1,770客体

（水揚機関・漁業経営体用）
水揚機関名・漁業経営体名、養殖魚種別収獲量、年間種苗販売量、年間投餌量

（一括調査用）
養殖魚種名、養殖方法名、総施設面積、１施設当たり平均面積、１施設当たり平均収獲量

結果公表 概要：調査実施年の４月30日まで 詳細：調査実施年の翌年２月頃までに逐次公表

毎年１月１日から３月31日まで（調査実施前年の１月１日から12月31日までの１年間（一部は半年間）の実績を把握）実施期間

調査組織
調査方法

① 水揚機関用・一括調査用（調査員調査）：農林水産省－地方農政局等（地方組織）－ 調査員－報告者
② 漁業経営体用（郵送調査） ：農林水産省－地方農政局等（地方組織）－ 報告者

１

（注） 「海面漁業」とは、海面（浜名湖、中海、加茂湖、サロマ湖、風蓮湖及び厚岸湖を含む。）における水産動植物の採捕又は養殖の事業をいう。

調査実施者 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課
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２ 海面漁業生産統計の利活用状況(1)

◆ 水産基本計画（注）における「水産物の自給率目標」の策定・評価のための基礎資料と
して利用
（注）水産基本法（平成13年法律第89号）第11条の規定に基づき、水産物の安定供給の確保及び水産業の健全な発展に向け、水産に関する施策の

総合的かつ計画的な推進を図るために策定するもので、おおむね５年ごとに見直されている。現行の計画は平成29年４月28日に閣議決定された。

行政施策上の利用

当該調査及び内水面漁業
生産調査で調査を行った
「総生産量」から
当該調査で調査を行った
「海藻類」を除いた生産
量が使用されている。
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２ 海面漁業生産統計の利活用状況(2)

◆ 「海洋生物資源の保存及び管理に関する法律」（平成８年法律第77号）に基づく資
源の保存及び管理を行うための特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量（ＴＡＣ）の設定
資料

行政施策上の利用

３ 海面漁業生産統計調査の変更の背景等

◆ 施策ニーズの変化に伴う調査結果の利活用状況を踏まえ、調査の簡素・効率化及び報
告者負担の軽減を図るとともに、結果の概要の公表内容の拡充等を実施

３

（例）平成29年まあじの配分

① 全体のTAC数量（トン）
を国が決定

② 過去３か年分の実績値から
大臣管理分と知事管理分を配分

A 県

B 県

C 県

〃

〃

③ 海面漁業漁獲統計調査のうち、直近３か年毎の都道府
県別の漁業種類別・魚種別漁獲量を活用し、各都道府県
のTAC数量を決定

A県の知事管理分となる漁業種類で漁獲したまあじの量

全体の知事管理分となる漁業種類で漁獲したまあじの量

全国の中でA県が占める割合を直近３か年毎に
算出し、その平均割合（Z）をとる

⇒

A県のまあじの配分量（トン）＝ （Y） ×（ Z）

算出された事例

漁獲可能量（トン）

大臣管理分（トン）

知事管理分（トン）

（Y）

都道府県名 数量（トン）

島 根 県 33,000

山 口 県 4,000

愛 媛 県 3,000

長 崎 県 23,000

鹿児島県 4,000

知事管理分



４ 調査計画の変更（１） － 稼働量調査の廃止等

⇒ かつお・マグロ類の４漁業種類を営む漁業経営体を対象に、使用する漁船トン数・操業水域・出
漁日数等を把握する「稼動量調査」について、ＷＣＰＦＣ（注）を中心とする資源管理を取り巻く環境変
化や、調査見直し後10年余のデータ蓄積を踏まえ、調査結果の利活用ニーズが乏しくなっているこ
とから、同調査を廃止することとして報告者の負担を軽減

（注） 「西部及び中部太平洋における高度回遊性魚類資源の保存及び管理に関する条約」に基づき設置された中西部太平洋まぐろ類委員会

◆ 漁業種類別・操業水域別の出漁日数を把握する稼動量調査の廃止

⇒ 報告者の利便性の向上、調査結果の正確性の確保及び統計調査業務の効率化のため、水揚
機関・漁業経営体用の海面漁業漁獲統計調査票及び海面養殖業収獲統計調査票において、オ
ンライン調査を導入

◆ オンライン調査の導入＜海面漁業漁獲統計調査・海面養殖業収獲統計調査票（水揚機関・漁業経営体用）＞

４



⇒ 資源管理を行うための特定海洋生物資源ごとの漁獲可能量（ＴＡＣ）を設定する際の基礎データとして利用す
る漁業種類別・魚種別漁獲量について、詳細公表から概要公表に変更して提供

⇒ 都道府県別の集計結果を公表していた「漁業種類別漁獲量」及び「魚種別漁獲量」について、大海区別の集
計結果も概要公表に追加

⇒ 上記の集計事項の拡充に伴い、概要の公表時期を「調査実施年の４月30日まで」から「調査実施年の５月31
日まで」に変更

４ 調査計画の変更（２）－ 概要の公表内容の拡充・公表時期の変更

◆ 利活用状況を踏まえた概要の公表内容の拡充、公表時期の変更

５

・新たに追加する統計表
１　海面漁業・養殖業生産量（続き）

 (3)　海面漁業漁業種類別・魚種別漁獲量

魚

ま

小 計
く　ろ
まぐろ

みなみ
まぐろ

計 (1) (1)

(2) (2)

(3) (3)

(4) (4)

(5) (5)

(6) (6)

大中型まき網 １そ うま き遠 洋か つお ・ま ぐろ (7) (7)

１ そ う ま き そ の 他 (8) (8)

(9) (9)

かつお一本釣 遠 洋 か つ お 一 本 釣 (23) (23)

近 海 か つ お 一 本 釣 (24) (24)

沿 岸 か つ お 一 本 釣 (25) (25)

い か 釣 沖 合 い か 釣 (26) (26)

沿 岸 い か 釣 (27) (27)

(28) (28)

(29) (29)

(30) (30)

(31) (31)

計
たこ類

単位:100ｔ

漁 業 種 類 合 計

船 び き 網

小 型 底 び き 網

以 西 底 び き 網

その他の
海 藻 類

遠 洋 底 び き 網

計 こんぶ類
うに類

海　産
ほ乳類

その他の
水 　 産
動 物 類

海 藻 類

沖 合 底 び き 網

そ の 他 の 漁 業

採 貝 ・ 採 藻

そ の 他 の 釣

ひ き 縄 釣

～～

～～

～～ ～～

・表章地域の拡充

全 国 (1)

北 海 道 (2)

青 森 (3)

岩 手 (4)

宮 城 (5)

秋 田 (6)

鹿 児 島 (39)

沖 縄 (40)

北海道太平洋北区 (41)

太 平 洋 北 区 (42)

太 平 洋 中 区 (43)

太 平 洋 南 区 (44)

北海道日本海北区 (45)

日 本 海 北 区 (46)

日 本 海 西 区 (47)

東 シ ナ 海 区 (48)

瀬 戸 内 海 区 (49)

～

都 道 府 県 ・
大    海    区

大海区別
の追加

①海面漁業都道府県別漁業種類別漁獲量
②海面漁業都道府県別魚種別漁獲量
について、大海区別を追加する。

全 国 (1)

北 海 道 (2)

青 森 (3)

岩 手 (4)

宮 城 (5)

秋 田 (6)

宮 崎 (38)

鹿 児 島 (39)

沖 縄 (40)

～

都 道 府 県 ・
大    海    区



６

４ 調査計画の変更（３） － 集計事項の変更

◆利活用ニーズの低い集計表を整理し、集計事務を効率化

【海面漁業漁獲統計調査】

 特殊魚種別漁獲量の集計の廃止
 (4)　特殊魚種別漁獲量
　　ア　漁業向け活餌販売

単位：ｔ

計 まいわし かたくちいわし

全 国 (1)

北 海 道 (2)
青 森 (3)
岩 手 (4)

都 道 府 県 ・

大 海 区 ・ 振 興 局

イ　天然産増養殖向け種苗採捕量

単位：ｔ

計 ぶり類 しらすうなぎ 海産稚あゆ

ウ　海産ほ乳類捕獲頭数（捕鯨業を除く。）

単位：頭

計 いるか類 くじら類

 市町村別集計の廃止

【海面養殖業収獲統計調査】

 大海区、県別大海区別の集計の廃止

 海面養殖魚種別収獲量の市町村
別集計の廃止



５ 前回答申時の課題及び未諮問基幹統計確認への対応状況
○ 前回答申（平成18年３月 統計審議会）において指摘された課題への対応については、以下のとおり。

７

① 漁業種類別及び規模別の漁業経営体数につ
いては、５年ごとに実施する漁業センサスで把握

② 中間年は、漁業センサスを母集団とする標本
調査である漁業就業動向調査において、漁業セ
ンサスの結果を用いた比推定により漁業経営体
数を推計

① 漁業種類別及び規模別の漁業経営体数に係る事
項について、５年ごとに実施する漁業センサスにおい
て把握すること

② 最も基本的な漁業経営体数に係る事項について、
漁業センサスの中間年における標本調査により把握
すること

指摘事項 対応状況

○ 平成26年度統計法施行状況に関する審議結果報告書(未諮問基幹統計確認関連分）(平成28年３月
内閣府統計委員会）において指摘された今後の取組の方向性への対応については、以下のとおり。

今後とも、行政記録情報の活用等によりコスト・ベネ
フィットも考慮しつつ、効率的に調査を実施するととも
に、把握漏れや重複計上等を防止する努力を続ける
など、引き続き統計精度を維持・向上させていくことが
重要

指摘事項

① 多様な調査方法のため、報告者の把握漏れ
や重複計上等が生じないよう、調査の準備段階
で、調査方法ごとに調査対象名簿を整理

② 統計精度の確保・向上のため、地方組織を含
めた多段階において、調査結果について前年比
や変動要因等を確認

③ 今回調査からオンライン調査を導入し、より効
率的に調査を実施

対応状況



６ 想定される主な論点

８

１．稼動量調査の廃止による影響

 廃止に至る経緯はどのようなものか

 調査の廃止により、結果利用上の支障等は生じないか

２．概要公表時期の後ろ倒しに伴う影響

 利用者に支障等は生じないか

３．集計事項の一部廃止・表章単位の変更による影響

 廃止に至る経緯はどのようなものか

 利活用に支障等は生じないか

４．「漁業センサス」の変更内容と、本調査の変更内容の整合性

 構造統計と位置付けられる「漁業センサス」の変更内容（平成30年２月
答申）と生産統計と位置付けられる本調査における今回の変更内容は
整合的か

５．未諮問基幹統計確認における取組の方向性を踏まえた更なる改善の余地
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